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諸外国では、汚染された農業用水が原因として考えられる野菜による食中毒が

多く発生していることから、野菜の栽培に使用する水に対して、大腸菌数等の微生

物基準を設定するなど管理を強化している。国内においても、農林水産省が令和

２年９月に公表した「栽培から出荷までの野菜の衛生管理指針」（試行第２版）に、

野菜の栽培に使う水に対して、水質を評価するための大腸菌数の目安を記載し

た。しかしながら、現状、生産者が水質検査を実施する場合には分析機関への依

頼分析が必要となるため、生産現場において、指針に基づき、水質検査を実施

し、結果に応じて対策を実施するのは難しい状況にある。 

このため、操作の簡素化、迅速化、低コスト化を進め、野菜の生産関係者が利

用できる、農業用水中に含まれる大腸菌を対象とした簡易検査法を開発する。 

 

（研究項目） 

 ① 農業用水中の大腸菌検査法の検討 

 ② 採取検体の保存安定性等の検討 

 

 

・生産関係者が簡易・安価・迅速に農業用水中の大腸菌が 100個/100ml以下

であることを確認できる、マイクロチューブを使用した MPN 法による検査法を

開発するとともに、検査前後の試料の適切な取扱いを示すことができた。 

 

・農業用水中の大腸菌検査の性能を検討するという目標については、具体的

な試験方法の提供と性能評価が行われ、おおむね目標を達成していると思わ

れる。 

 

・統計学的に一定の確実性が保証される検体数の明確化や行政施策・措置に

活用するために複数の試験所での室間試験が必要である。また、実際に生産

関係者に情報提供・普及するに当たっては、行政側で生産関係者と意見交換

を行い、情報提供の在り方等を検討する必要があると考える。 
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・開発した検査
法について、生
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った上で、ウェブ

サイト等で公表

し、関係者に普

及 

＜総括評価の説明＞ 

A：研究目標を達成し、研究成果を行政施策・措置に十分に活用できる。 

B：研究目標の達成に至っていない部分もあるが、行政施策・措置に活用できる成果が得られている。 

C：研究目標はやや達成されておらず、行政施策・措置への活用には更なる成果を要する。 

D：研究目標の達成は不十分であった。 




